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国連生物多様性の 10年日本委員会（UNDB-J） 

活動支援のための寄付金の扱いについて（案） 

 
１．概要 

・UNDB-Jの活動支援のための寄付金については、本年３月末より、新たに公益財団法人 日
本自然保護協会（NACS-J）に受け入れて頂いているところ（委員の皆様には３月にメール
でお諮り済み） 
・NACS-J は、寄付金が公益目的事業に活用されることなど NACS-J としての確認が必要で
あるため、NACS-Jの内部に「UNDB-J支援事業財務委員会」（以下、NACS-J財務委員会）
を設置 
・寄付金の活用については、UNDB-J が決定する事業計画に沿った内容にするとともに、

NACS-Jとしての確認が必要であることから、UNDB-JとNACS-Jが緊密に連携 
 
２．寄付金の活用に係る手続き 

・UNDB-J事務局は、寄付金活用についてNACS-J財務委員会事務局と調整しつつ、UNDB-J
の翌年度事業の実施計画案（どの事業に寄付金を活用するかを含む）を作成（～１月） 
・UNDB-J 運営部会（２月）において、翌年度事業の実施計画について概ね決定（正式決定
は５月の委員会）し、寄付金活用計画の検討をNACS-J財務委員会に依頼 
・NACS-J財務委員会事務局は、UNDB-J事務局と調整しつつ、寄付金活用計画（たたき台）
を作成（２月） 
・NACS-J財務委員会（２月）において、寄付金活用計画（素案）を決定 
・NACS-J 財務委員会事務局は、年度末までの寄付金受入額を整理した後、UNDB-J 事務局
と調整しつつ、寄付金活用計画（案）を作成（４月） 
・NACS-J 財務委員会（５月）において、寄付金活用計画を決定し、UNDB-J 運営部会（５
月）に報告（あわせて前年度の寄付金活用実績についても報告） 

UNDB-J事務局
（環境省）

UNDB-J NACS-J財務委員会
NACS-J財務委員会

事務局

調整

～1月
UNDB-J事業実施計
画案を作成

UNDB-J運営部会
寄付金活用計画の
検討依頼

2月
UNDB-J事業実施計

画を概ね決定
調整

寄付金活用計画（たた

き台）を作成

UNDB-J幹事会
寄付金活用計画

（素案）を決定

3月 寄付金受入額整理

調整

4月
寄付金活用計画

（案）を作成
寄付金活用計画の報告

（前年度実績を含む）

5月 UNDB-J運営部会
寄付金活用計画を

決定

UNDB-J事業実施計画 寄付金活用計画  
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